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１【連結財務諸表等】 
(1)【連結財務諸表】 
①【連結貸借対照表】 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 6,385,544 6,630,436

受取手形及び売掛金 7,878,233 4,484,245

有価証券 2,629,182 4,195,058

仕掛品 2,947,376 1,307,080

原材料及び貯蔵品 109,989 92,742

前渡金 45,058 637

繰延税金資産 92,294 71,812

その他 29,796 351,852

貸倒引当金 △9,846 △6,046

流動資産合計 20,107,630 17,127,819

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 ※1  2,061,163 ※1  2,102,266

減価償却累計額 △1,313,134 △1,388,587

建物及び構築物（純額） 748,028 713,678

機械装置及び運搬具 ※1  2,086,534 ※1  2,306,923

減価償却累計額 △1,451,186 △1,642,216

機械装置及び運搬具（純額） 635,347 664,707

土地 ※1  1,054,043 ※1  1,377,830

リース資産 4,960 4,960

減価償却累計額 △68 △895

リース資産（純額） 4,891 4,065

建設仮勘定 81,493 8,264

その他 507,215 520,934

減価償却累計額 △378,938 △428,353

その他（純額） 128,277 92,581

有形固定資産合計 2,652,082 2,861,127

無形固定資産   

ソフトウエア 198,230 143,218

ソフトウエア仮勘定 － 45,800

電話加入権 516 516

無形固定資産合計 198,747 189,534

投資その他の資産   

投資有価証券 714,906 813,527

長期前払費用 30,712 24,848

繰延税金資産 232,244 181,396

その他 148,017 159,707

貸倒引当金 △11,505 △7,993

投資その他の資産合計 1,114,377 1,171,487

固定資産合計 3,965,207 4,222,149

資産合計 24,072,837 21,349,969
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(単位：千円)

前連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 4,084,264 2,802,437

短期借入金 20,000 －

1年内返済予定の長期借入金 ※1  440,836 ※1  397,696

リース債務 890 900

未払金 266,862 205,449

未払費用 80,881 65,804

未払法人税等 546,534 12,891

前受金 1,396,113 506,584

賞与引当金 167,285 173,812

製品保証引当金 23,100 19,900

その他 197,576 126,849

流動負債合計 7,224,344 4,312,324

固定負債   

長期借入金 ※1  499,316 309,620

リース債務 4,346 3,487

退職給付引当金 777,001 763,188

役員退職慰労引当金 135,540 146,000

固定負債合計 1,416,203 1,222,295

負債合計 8,640,547 5,534,620

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,847,821 1,847,821

資本剰余金 1,339,722 1,339,722

利益剰余金 12,523,587 12,849,929

自己株式 △398,400 △402,783

株主資本合計 15,312,730 15,634,689

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 119,559 180,659

評価・換算差額等合計 119,559 180,659

純資産合計 15,432,290 15,815,349

負債純資産合計 24,072,837 21,349,969
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②【連結損益計算書】 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

売上高 21,905,788 13,991,170

売上原価 ※1  17,509,724 ※1  11,711,883

売上総利益 4,396,063 2,279,287

販売費及び一般管理費   

販売手数料 186,698 148,700

給料及び手当 417,164 365,473

役員報酬 167,988 141,886

賞与引当金繰入額 37,622 42,127

退職給付費用 36,527 33,552

役員退職慰労引当金繰入額 38,120 36,930

法定福利及び厚生費 123,619 114,254

旅費交通費及び通信費 97,008 93,741

減価償却費 251,566 236,186

賃借料 29,987 21,474

貸倒引当金繰入額 12,672 －

その他 310,755 265,877

販売費及び一般管理費合計 ※1  1,709,730 ※1  1,500,204

営業利益 2,686,333 779,082

営業外収益   

受取利息 19,242 9,474

仕入割引 14,871 6,946

受取配当金 20,504 17,773

受取地代家賃 4,339 4,920

固定資産売却益 ※2  158 ※2  339

その他 23,423 21,916

営業外収益合計 82,539 61,369

営業外費用   

支払利息 17,424 17,748

固定資産売却損 ※3  1,247 ※3  1,017

固定資産除却損 ※4  6,045 ※4  905

その他 2,594 3,441

営業外費用合計 27,311 23,113

経常利益 2,741,561 817,338

─ 38 ─



(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

特別利益   

貸倒引当金戻入額 － 5,454

固定資産売却益 ※5  4,211 －

投資有価証券売却益 － 47,495

その他 0 －

特別利益合計 4,212 52,950

特別損失   

投資有価証券評価損 － 9,279

固定資産売却損 ※6  184 －

固定資産除却損 ※7  8,189 －

特別損失合計 8,373 9,279

税金等調整前当期純利益 2,737,399 861,009

法人税、住民税及び事業税 1,035,523 262,589

法人税等調整額 36,188 31,230

法人税等合計 1,071,711 293,819

当期純利益 1,665,687 567,189
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③【連結株主資本等変動計算書】 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 1,847,821 1,847,821

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,847,821 1,847,821

資本剰余金   

前期末残高 1,339,835 1,339,722

当期変動額   

自己株式の処分 △113 －

当期変動額合計 △113 －

当期末残高 1,339,722 1,339,722

利益剰余金   

前期末残高 11,205,123 12,523,587

当期変動額   

剰余金の配当 △346,333 △240,847

当期純利益 1,665,687 567,189

自己株式の処分 △891 －

当期変動額合計 1,318,463 326,341

当期末残高 12,523,587 12,849,929

自己株式   

前期末残高 △395,775 △398,400

当期変動額   

自己株式の取得 △4,387 △4,382

自己株式の処分 1,762 －

当期変動額合計 △2,625 △4,382

当期末残高 △398,400 △402,783

株主資本合計   

前期末残高 13,997,005 15,312,730

当期変動額   

剰余金の配当 △346,333 △240,847

当期純利益 1,665,687 567,189

自己株式の取得 △4,387 △4,382

自己株式の処分 757 －

当期変動額合計 1,315,724 321,959

当期末残高 15,312,730 15,634,689
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(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 408,245 119,559

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △288,686 61,100

当期変動額合計 △288,686 61,100

当期末残高 119,559 180,659

評価・換算差額等合計   

前期末残高 408,245 119,559

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △288,686 61,100

当期変動額合計 △288,686 61,100

当期末残高 119,559 180,659

純資産合計   

前期末残高 14,405,251 15,432,290

当期変動額   

剰余金の配当 △346,333 △240,847

当期純利益 1,665,687 567,189

自己株式の取得 △4,387 △4,382

自己株式の処分 757 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △288,686 61,100

当期変動額合計 1,027,038 383,059

当期末残高 15,432,290 15,815,349

─ 41 ─



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 2,737,399 861,009

減価償却費 429,275 420,935

長期前払費用償却額 9,572 13,135

賞与引当金の増減額（△は減少） 1,925 6,527

貸倒引当金の増減額（△は減少） 12,635 △5,361

退職給付引当金の増減額（△は減少） △54,074 △13,813

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 22,430 10,460

製品保証引当金の増減額（△は減少） △4,900 △3,200

受取利息及び受取配当金 △39,746 △27,247

支払利息 17,424 17,748

固定資産売却損益（△は益） △2,938 678

固定資産除却損 14,234 905

投資有価証券評価損益（△は益） － 9,279

売上債権の増減額（△は増加） 893,440 2,506,020

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,245,761 1,657,542

仕入債務の増減額（△は減少） △2,384,146 △1,237,405

未払金の増減額（△は減少） △416,026 31,286

未払費用の増減額（△は減少） △10,355 △15,077

その他 △11,043 △190,246

小計 2,460,868 4,043,177

利息及び配当金の受取額 39,450 26,790

利息の支払額 △17,424 △17,748

法人税等の支払額 △1,575,604 △1,040,899

営業活動によるキャッシュ・フロー 907,290 3,011,320

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △2,000 △2,000

定期預金の払戻による収入 2,000 2,000

有形固定資産の取得による支出 △500,364 △657,751

有形固定資産の売却による収入 13,165 1,449

無形固定資産の取得による支出 △25,119 △60,024

投資有価証券の取得による支出 △52,264 △95,708

投資有価証券の売却による収入 － 136,504

その他 △37,207 △26,257

投資活動によるキャッシュ・フロー △601,789 △701,788

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 20,000 △20,000

長期借入れによる収入 500,000 250,000

長期借入金の返済による支出 △481,448 △482,836

自己株式の売却による収入 757 －

自己株式の取得による支出 △4,387 △4,382

配当金の支払額 △345,953 △240,695

その他 － △849

財務活動によるキャッシュ・フロー △311,031 △498,764

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △5,531 1,810,767

現金及び現金同等物の期首残高 8,539,258 8,533,727

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  8,533,727 ※1  10,344,494

─ 42 ─













































２【財務諸表等】 
(1)【財務諸表】 
①【貸借対照表】 

(単位：千円)

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,209,469 4,872,473

受取手形 1,010,026 782,934

売掛金 6,638,616 3,498,126

有価証券 1,444,606 2,513,595

仕掛品 2,149,537 932,518

原材料及び貯蔵品 65,255 61,869

前渡金 ※2  811,991 ※2  177,689

前払費用 45 －

繰延税金資産 88,856 67,310

未収還付法人税等 － 130,402

未収消費税等 － 44,435

その他 32,470 32,894

貸倒引当金 △8,000 △4,400

流動資産合計 15,442,874 13,109,849

固定資産   

有形固定資産   

建物 ※1  1,543,686 ※1  1,555,064

減価償却累計額 △975,227 △1,031,618

建物（純額） 568,458 523,445

構築物 136,875 166,200

減価償却累計額 △123,180 △127,524

構築物（純額） 13,694 38,675

機械及び装置 ※1  1,675,123 ※1  1,903,799

減価償却累計額 △1,204,517 △1,349,517

機械及び装置（純額） 470,605 554,282

車両運搬具 77,679 73,679

減価償却累計額 △66,163 △64,520

車両運搬具（純額） 11,516 9,159

工具、器具及び備品 437,466 449,687

減価償却累計額 △340,077 △376,605

工具、器具及び備品（純額） 97,389 73,082

土地 ※1  932,391 ※1  1,256,178

リース資産 4,960 4,960

減価償却累計額 △68 △895

リース資産（純額） 4,891 4,065

建設仮勘定 81,493 8,264

有形固定資産合計 2,180,441 2,467,153

─ 64 ─



(単位：千円)

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

無形固定資産   

ソフトウエア 181,986 132,092

無形固定資産合計 181,986 132,092

投資その他の資産   

投資有価証券 713,539 811,790

関係会社株式 125,100 125,100

出資金 5,566 6,606

長期前払費用 28,615 23,570

団体生命保険金 72,586 88,622

繰延税金資産 227,003 175,342

その他 34,967 29,342

貸倒引当金 △11,505 △7,993

投資その他の資産合計 1,195,874 1,252,380

固定資産合計 3,558,302 3,851,626

資産合計 19,001,176 16,961,476

負債の部   

流動負債   

支払手形 ※2  2,225,131 ※2  1,992,347

買掛金 ※2  1,190,901 ※2  636,874

短期借入金 20,000 －

1年内返済予定の長期借入金 ※1  412,680 ※1  371,040

リース債務 890 900

未払金 255,587 212,409

未払費用 71,700 55,423

未払法人税等 246,190 1,633

未払消費税等 49,280 －

前受金 1,343,613 506,584

預り金 36,877 18,569

賞与引当金 127,000 129,800

製品保証引当金 21,500 18,300

設備関係支払手形 47,816 46,693

その他 － 15,800

流動負債合計 6,049,169 4,006,376

固定負債   

長期借入金 ※1  437,360 274,320

リース債務 4,346 3,487

退職給付引当金 675,336 666,683

役員退職慰労引当金 94,340 112,810

固定負債合計 1,211,382 1,057,300

負債合計 7,260,551 5,063,677
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(単位：千円)

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,847,821 1,847,821

資本剰余金   

資本準備金 1,339,654 1,339,654

資本剰余金合計 1,339,654 1,339,654

利益剰余金   

利益準備金 253,551 253,551

その他利益剰余金   

特別償却準備金 － 15,562

固定資産圧縮積立金 13,328 12,442

別途積立金 3,330,000 3,330,000

繰越利益剰余金 5,234,822 5,320,973

利益剰余金合計 8,831,702 8,932,529

自己株式 △398,400 △402,783

株主資本合計 11,620,777 11,717,221

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 119,847 180,577

評価・換算差額等合計 119,847 180,577

純資産合計 11,740,624 11,897,799

負債純資産合計 19,001,176 16,961,476
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②【損益計算書】 

(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

売上高 17,051,754 13,044,726

売上原価   

当期製品製造原価 ※2  14,056,177 ※2  11,360,022

売上総利益 2,995,577 1,684,704

販売費及び一般管理費   

販売手数料 184,974 146,039

給料及び手当 326,364 283,220

役員報酬 106,816 105,510

賞与引当金繰入額 29,597 31,449

退職給付引当金繰入額 35,483 31,323

役員退職慰労引当金繰入額 25,730 18,470

法定福利及び厚生費 100,997 94,663

交際費 11,393 9,781

旅費交通費及び通信費 71,031 71,760

減価償却費 195,616 187,918

賃借料 30,147 21,115

貸倒引当金繰入額 16,605 －

その他 246,184 217,595

販売費及び一般管理費合計 ※2  1,380,941 ※2  1,218,847

営業利益 1,614,635 465,856

営業外収益   

受取利息 5,718 978

有価証券利息 11,201 4,192

受取配当金 ※1  35,468 17,741

仕入割引 13,790 6,000

受取地代家賃 ※1  9,735 ※1  13,661

生命保険配当金 2,549 2,761

固定資産売却益 ※3  158 ※3  339

その他 18,300 14,314

営業外収益合計 96,922 59,988

営業外費用   

支払利息 15,973 16,332

固定資産売却損 ※4  1,247 ※4  1,017

固定資産除却損 ※5  4,756 ※5  638

保険解約損 2,353 －

利息返還損 － 2,268

その他 207 185

営業外費用合計 24,538 20,442

経常利益 1,687,019 505,402
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(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

特別利益   

貸倒引当金戻入額 － 5,161

固定資産売却益 ※6  4,211 －

投資有価証券売却益 － 47,495

その他 0 －

特別利益合計 4,212 52,657

特別損失   

投資有価証券評価損 － 9,279

固定資産売却損 ※7  184 －

特別損失合計 184 9,279

税引前当期純利益 1,691,047 548,780

法人税、住民税及び事業税 616,000 174,000

法人税等調整額 27,402 33,105

法人税等合計 643,402 207,105

当期純利益 1,047,644 341,674
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③【株主資本等変動計算書】 

(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 1,847,821 1,847,821

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,847,821 1,847,821

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 1,339,654 1,339,654

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,339,654 1,339,654

その他資本剰余金   

前期末残高 113 －

当期変動額   

自己株式の処分 △113 －

当期変動額合計 △113 －

当期末残高 － －

資本剰余金合計   

前期末残高 1,339,767 1,339,654

当期変動額   

自己株式の処分 △113 －

当期変動額合計 △113 －

当期末残高 1,339,654 1,339,654

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 253,551 253,551

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 253,551 253,551

その他利益剰余金   

特別償却準備金   

前期末残高 － －

当期変動額   

特別償却準備金の積立 － 15,562

当期変動額合計 － 15,562

当期末残高 － 15,562
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(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

固定資産圧縮積立金   

前期末残高 14,342 13,328

当期変動額   

固定資産圧縮積立金の取崩 △1,013 △886

当期変動額合計 △1,013 △886

当期末残高 13,328 12,442

別途積立金   

前期末残高 2,830,000 3,330,000

当期変動額   

別途積立金の積立 500,000 －

当期変動額合計 500,000 －

当期末残高 3,330,000 3,330,000

繰越利益剰余金   

前期末残高 5,033,388 5,234,822

当期変動額   

剰余金の配当 △346,333 △240,847

特別償却準備金の積立 － △15,562

固定資産圧縮積立金の取崩 1,013 886

別途積立金の積立 △500,000 －

当期純利益 1,047,644 341,674

自己株式の処分 △891 －

当期変動額合計 201,433 86,151

当期末残高 5,234,822 5,320,973

利益剰余金合計   

前期末残高 8,131,282 8,831,702

当期変動額   

剰余金の配当 △346,333 △240,847

特別償却準備金の積立 － －

固定資産圧縮積立金の取崩 － －

別途積立金の積立 － －

当期純利益 1,047,644 341,674

自己株式の処分 △891 －

当期変動額合計 700,419 100,827

当期末残高 8,831,702 8,932,529

自己株式   

前期末残高 △395,775 △398,400

当期変動額   

自己株式の取得 △4,387 △4,382

自己株式の処分 1,762 －

当期変動額合計 △2,625 △4,382

当期末残高 △398,400 △402,783
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(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

株主資本合計   

前期末残高 10,923,096 11,620,777

当期変動額   

剰余金の配当 △346,333 △240,847

当期純利益 1,047,644 341,674

自己株式の取得 △4,387 △4,382

自己株式の処分 757 －

当期変動額合計 697,681 96,444

当期末残高 11,620,777 11,717,221

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 407,710 119,847

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △287,863 60,730

当期変動額合計 △287,863 60,730

当期末残高 119,847 180,577

評価・換算差額等合計   

前期末残高 407,710 119,847

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △287,863 60,730

当期変動額合計 △287,863 60,730

当期末残高 119,847 180,577

純資産合計   

前期末残高 11,330,807 11,740,624

当期変動額   

剰余金の配当 △346,333 △240,847

当期純利益 1,047,644 341,674

自己株式の取得 △4,387 △4,382

自己株式の処分 757 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △287,863 60,730

当期変動額合計 409,817 157,174

当期末残高 11,740,624 11,897,799
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株式会社ヒラノテクシード 

 
  
 

  
 

  
 

  
 

  

＜財務諸表監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられている株式会社ヒラノテクシードの平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日までの連

結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連

結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社ヒラノテクシード及び連結子会社の平成２１年３月３１日現在の財政状態並びに同日をも

って終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表

示しているものと認める。 

  

独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

平成21年６月15日 

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ  

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  森  村  照  私  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  浅  賀  裕  幸  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  藤  井  睦  裕  ㊞ 



＜内部統制監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社ヒラ

ノテクシードの平成２１年３月３１日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統

制を整備及び運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立

場から内部統制報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告

の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として

行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含

め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、株式会社ヒラノテクシードが平成２１年３月３１日現在の財務報告に係る内部統制は有効

であると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内

部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正

に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 
  

(※)１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しております。 

２ 連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。 

 



 

  

 

株式会社ヒラノテクシード 

 
  
 

  
 

  
 

  

＜財務諸表監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられている株式会社ヒラノテクシードの平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの連

結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連

結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社ヒラノテクシード及び連結子会社の平成２２年３月３１日現在の財政状態並びに同日をも

って終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表

示しているものと認める。 

  

独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

平成22年６月16日 

取締役会 御中 

有限責任監査法人 トーマツ  

指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士  浅  賀  裕  幸  ㊞ 

指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士  藤  井  睦  裕  ㊞ 



＜内部統制監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社ヒラ

ノテクシードの平成２２年３月３１日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統

制を整備及び運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立

場から内部統制報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告

の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として

行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含

め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、株式会社ヒラノテクシードが平成２２年３月３１日現在の財務報告に係る内部統制は有効

であると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内

部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正

に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 
  

(※)１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しております。 

２ 連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。 

 



 

  

 

株式会社ヒラノテクシード 

 
  
 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられている株式会社ヒラノテクシードの平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日までの第

８５期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表に

ついて監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸

表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社ヒラノテクシードの平成２１年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度

の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 
  

独立監査人の監査報告書
 

平成21年６月15日 

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ  

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  森  村  照  私  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  浅  賀  裕  幸  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  藤  井  睦  裕  ㊞ 

(※)１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しております。 

２ 財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。 

 



 

  

 

株式会社ヒラノテクシード 

 
  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられている株式会社ヒラノテクシードの平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの第

８６期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表に

ついて監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸

表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社ヒラノテクシードの平成２２年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度

の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 
  

独立監査人の監査報告書
 

平成22年６月16日 

取締役会 御中 

有限責任監査法人 トーマツ  

指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士  浅  賀  裕  幸  ㊞ 

指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士  藤  井  睦  裕  ㊞ 

(※)１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しております。 

２ 財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。 
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代表取締役社長三浦日出男は、当社の財務報告に係る内部統制を整備及び運用する責任を有しており、

企業会計審議会の公表した「財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準並びに財務報告に係る内部統

制の評価及び監査に関する実施基準の設定について（意見書）」に示されている内部統制の基本的枠組み

に準拠して財務報告に係る内部統制を整備及び運用しております。 

なお、内部統制は内部統制の各基本的要素が有機的に結びつき一体となって機能することで、その目的

を合理的な範囲で達成しようとするものであります。このため、財務報告に係る内部統制により財務報告

の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があります。 

  

財務報告に係る内部統制の評価は、当事業年度の末日である平成22年３月31日を基準日として行われて

おり、評価に当たっては、一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠いた

しました。 

本評価においては、連結ベースでの財務報告全体に重要な影響を及ぼす内部統制（全社的な内部統制）

の評価を行った上で、その結果を踏まえて評価対象とする業務プロセスを選定しております。当該業務プ

ロセスの評価においては、選定された業務プロセスを分析した上で、財務報告の信頼性に重要な影響を及

ぼす統制上の要点を識別し、当該統制上の要点について整備及び運用状況を評価することによって、内部

統制の有効性に関する評価を行いました。 

財務報告に係る内部統制の評価の範囲は、会社及び連結子会社について、財務報告の信頼性に及ぼす影

響の重要性の観点から必要な範囲を決定いたしました。 

財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性は、金額的影響及び質的影響の重要性を考慮して決定してお

り、会社及び連結子会社３社を対象として行った全社的な内部統制の評価結果を踏まえ、業務プロセスに

係る内部統制の評価範囲を合理的に決定いたしました。 

業務プロセスに係る内部統制の評価範囲については、各事業拠点の前連結会計年度の売上高（連結会社

間取引消去後）の金額が高い拠点から合算していき、前連結会計年度の連結売上高の概ね２／３に達して

いる事業拠点を「重要な事業拠点」といたしました。選定した重要な事業拠点においては、企業の事業目

的に大きく関わる勘定科目として売上高、売掛金及び棚卸資産に至る業務プロセスを評価の対象としまし

た。 

さらに、選定した重要な事業拠点にかかわらず、それ以外の事業拠点をも含めた範囲について、重要な

虚偽記載の発生可能性が高く、見積りや予測を伴う重要な勘定科目に係る業務プロセスやリスクが大きい

取引を行っている事業又は業務に係る業務プロセスを、財務報告への影響を勘案して重要性の大きい業務

プロセスとして評価対象に追加いたしました。 

  

上記の評価の結果、当事業年度末日時点において、当社の財務報告に係る内部統制は有効であると判断

いたしました。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

１ 【財務報告に係る内部統制の基本的枠組みに関する事項】

２ 【評価の範囲、基準日及び評価手続に関する事項】

３ 【評価結果に関する事項】

４ 【付記事項】

５ 【特記事項】



 
  

【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の２第１項 

【提出先】 近畿財務局長 

【提出日】 平成22年６月29日 

【会社名】 株式会社ヒラノテクシード 

【英訳名】 ＨＩＲＡＮＯ ＴＥＣＳＥＥＤ Ｃｏ.,Ｌｔｄ. 

【代表者の役職氏名】 取締役社長  三 浦 日出男 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 奈良県北葛城郡河合町大字川合101番地の１ 

【縦覧に供する場所】 株式会社大阪証券取引所 

  (大阪市中央区北浜一丁目８番16号) 

 

 



当社代表取締役社長 三浦日出男 は、当社の第86期(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日)の

有価証券報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【有価証券報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】




